
各務原市大規模小売店舗等設置に伴う地域環境保全のための指導要綱 

                       （平成１２年１０月１３日決裁） 

（目的） 

第１条 この要綱は、大規模小売店舗等の設置に関し、その設置地域の周辺の生活環

境の保持のため、必要な情報の収集提供等を行うことにより、地域の良好な都市環

境の保全と安全で快適な街づくりを図ることを目的とする。 

（定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定

めるところによる。 

（１）大規模小売店舗 小売業を営む店舗であって、店舗面積が１，０００平方メー

トルを超えるものをいう。 

（２）中規模小売店舗 小売業を営む店舗であって、店舗面積が５００平方メートル

を超え、１，０００平方メートル以下のものをいう。 

（３）大規模小売店舗等 大規模小売店舗及び中規模小売店舗をいう。 

（４）店舗面積 小売業を営むための店舗の用に供される床面積をいう。 

（５）近隣住民 大規模小売店舗等の設置予定地又はその予定地に接する地区に居住

し、又は勤務する者をいう。 

（大規模小売店舗等設置者の責務） 

第３条 大規摸小売店舗等を設置している者若しくは設置しようとする者又は大規模

小売店舗等において小売業を行う者若しくは行おうとする者は、大規模小売店舗等

の維持及び運営に当たり、地域の街づくりとの調和を図るとともに、周辺の生活環

境に与える影響について事前評価を十分に行い、店舗周辺の地域環境が良好に保持

されるよう努めなければならない。 

（設置計画書の届出） 

第４条 大規模小売店舗等を新設（大規模小売店舗等以外の店舗で、建物の店舗面積

を変更し、又は建物の全部若しくは一部の用途を変更することにより大規模小売店

舗等となる場合を含む。）する者は、大規模小売店舗については開店予定日の８月前、

中規模小売店舗については建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）の規定による

建築確認申請書を提出する日又は開店日の４月前のいずれか早い日までに、大規模

小売店舗等設置計画書（様式第１号。以下「設置計画書」という。）を市長に届け出

るものとする。 



（増床計画書の届出） 

第５条 大規模小売店舗等を設置している者又は大規模小売店舗等において小売業を

行う者が更に建物の店舗面積を増床しようとする場合は、当該増床の結果、大規模

小売店舗となるものについては増床予定日の８月前、中規模小売店舗となるものに

ついては増床予定日の４月前までに、大規模小売店舗等増床計画書（様式第２号。

以下「増床計画書」という。）を市長に届け出るものとする。ただし、当該店舗周辺

の生活環境の保持の観点から市長が軽微な変更と認めるものについては、この限り

でない。 

（設置又は増床計画内容の周知） 

第６条 市長は、必要と認めたときは、前２条の規定による届出をした者（以下「設

置予定者」という。）をして当該設置又は増床計画の内容について、説明会等により、

近隣住民に周知させるものとする。 

２ 設置予定者は、前項の規定による周知の結果について、近隣住民への周知状況報

告書（様式第３号）により市長に報告するものとする。 

（大規模小売店舗等開店届出書） 

第７条 設置予定者は、大規模小売店舗等が開店したときは、速やかに、大規模小売

店舗等開店届出書（様式第４号）により市長に届け出るものとする。 

（市長の指導又は助言） 

第８条 市長は、設置計画書又は増床計画書の届出があったときは、必要に応じてそ

の地域の生活環境の保持の観点から届出内容について指導又は助言することができ

る。 

（大規模小売店舗等に関する審査会） 

第９条 大規模小売店舗等設置に伴う調査及び審議を行うため、大規模小売店舗等に

関する審査会（以下「審査会」という。）を置く。 

２ 審査会は、次に掲げる事項についての調査及び審議を行う。 

（１）大規模小売店舗等の設置計画に関すること。 

（２）大規模小売店舗立地法（平成１０年法律第９１号）第８条第１項及び第９条  

第１項に規定する市町村の意見をまとめること。 

（３）その他大規模小売店舗等の設置に関する重要事項 

３ 審査会の委員は、次の職にある者をもって充てる。 

（１）市長公室企画広報課長 



（２）市長公室まちづくり推進課長 

（３）市民生活部環境室環境政策課長 

（４）健康福祉部福祉政策課長 

（５）産業活力部商工振興課長 

（６）都市建設部建設管理課長 

（７）都市建設部都市計画課長 

（８）都市建設部道路課長 

（９）都市建設部河川公園課長 

（１０）都市建設部建築指導課長 

（１１）水道部水道施設課長 

（１２）消防本部消防課長 

（１３）教育委員会事務局教育総務課長 

４ 審査会に委員長及び副委員長を置く。 

５ 委員長は、産業活力部商工振興課長をもって充て、副委員長は、都市建設部建築

指導課長をもって充てる。 

６ 審査会の事務局は、産業活力部商工振興課に置く。 

（その他） 

第１０条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は別に定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、決裁の日から施行する。 

（各務原市大規模小売店舗出店に伴う地域環境保全等のための事前協議手続指導要

綱の廃止） 

２ 各務原市大規模小売店舗出店に伴う地域環境保全等のための事前協議手続指導要

綱（平成１０年３月２７日決裁。以下「旧要綱」という。）は、廃止する。 

（経過措置） 

３ 旧要綱の規定により届出がなされているものについては、なお従前の例による。 

附 則（平成１３年１０月１２日決裁） 

この要綱は、決裁の日から施行する。 

附 則（平成１５年４月１日決裁） 

この要綱は、決裁の日から施行する。 



附 則（平成１６年３月３０日決裁） 

この要綱は、平成１６年４月１日から施行する。 

附 則（平成１７年４月１日決裁） 

この要綱は、平成１７年４月１日から施行する。 

附 則（平成１８年６月３０日決裁） 

この要綱は、平成１８年７月１日から施行する。 

   附 則（平成２０年３月２７日決裁） 

 この要綱は、平成２０年４月１日から施行する。 

   附 則（平成２１年３月３１日決裁） 

 この要綱は、平成２１年４月１日から施行する。 

附 則（平成２４年４月１日決裁） 

 この要綱は、決裁の日から施行する。 

附 則（平成２６年３月３１日決裁） 

 この要綱は、平成２６年４月１日から施行する。 

   附 則（平成２９年２月６日決裁） 

 この要綱は、決裁の日から施行する。 

   附 則（平成３０年１１月１５日決裁） 

 この要綱は、決裁の日から施行する。 

   附 則（令和２年４月１日決裁） 

 この要綱は、決裁の日から施行する。 

   附 則（令和５年３月３１日決裁） 

 この要綱は、令和５年４月１日から施行する。 

   附 則（令和７年３月３１日決裁） 

 この要綱は、令和７年４月１日から施行する。 

   附 則（令和８年３月３１日決裁） 

 この要綱は、令和８年４月１日から施行する。 

 

 


